
地 域 再 生 計 画

１．地域再生計画の名称

活力ある元気なかさおか 港 づくり計画
みなと

２．地域再生計画の作成主体の名称

岡山県

笠岡市

３．地域再生計画の区域

笠岡市の区域の一部（笠岡港、北木島港及び横江漁港)

４．地域再生計画の目標

本地域は岡山県南西部に位置し、笠岡諸島などの複雑な地形を有している。潮流環境に

も恵まれ、魚介類の種類も豊富で、県下でも希な好漁場が形成されている。このため、古

くから漁業活動が活発に行われるとともに、風光明媚な笠岡諸島を中心とした観光産業が

盛んな地域である。

、 、 、島嶼部においては 人口が約２千６百人と かつての約１／４にまで減少するとともに

高齢化率も約６割と高齢化が進んでいる。このような状況下において、島民自らの発案に

より、島民と行政との協働事業として 「島の大運動会」を平成１０年から各島持ち回り、

で開催して、島同士の連携強化を図ったり、空き家のＩターン希望者への斡旋、瀬戸内海

の新鮮な魚介類を生かした手作り弁当「しまべん」の製造やＰＲなど、地元が一体となっ

て島嶼部の活性化に取り組んでいる。

また、近年の漁業を取り巻く環境も、漁獲量の減

少、魚価の低迷等により、極めて厳しいものとなっ

ている。このため、漁業者と市場関係者が連携し、

漁獲物・生産物の流通体制の合理化や販路拡大を図

るとともに、高齢従事者に対する支援強化、技術や

文化の伝承、地元小学生等への自然環境学習などを

積極的に展開するなど、本地域では、漁業関係者、

住民、地元行政が一体となって、漁業を中心とした

町づくりを行っているところである。

笠岡港は、本土側の産業や漁業に利用されるだけ

、 、でなく 島嶼部漁業者が捕獲した漁獲物の水揚げや

住民の通勤、通学、救急患者搬送、さらには各種物

資の輸送等に利用されるなど離島交通の拠点港となっているが、既存防波堤の老朽化、物

揚場施設の不足や老朽化、外郭施設が不十分なことから港内の静穏度が保たれていないな

ど、船舶の入出港や係留等に支障をきたしている。

北木島港においても同様に、外郭施設が不十分であることから港内の静穏度が保たれて

笠岡港

笠岡諸島



おらず、船舶の安全な利用や、既存物揚場の老朽化による船舶の係留への支障が生じてい

る。

横江漁港は、笠岡水域の干満潮位差が約３．０ｍと非常に大きいにもかかわらず、泊地

の水深が確保されていないことから、干潮時には入出港ができない船があるなど、港の利

用が制限された状況であるとともに、高齢化が進む漁業者にとっても利用が容易な物揚場

（浮桟橋）の不足が生じている。また、当漁港では、地元漁業協同組合が主体となって、

直販売施設を設置し、漁業経営の安定と地産地消促進による地域活性化も計画されている

ところであるが、一般公共道路から直売施設計画地までの港内道路が未整備であり、漁港

の使いやすさの向上だけでなく、直売施設への支援面からも、港内道路の整備が求められ

ている。

各島から本土への漁獲物の集出荷を、笠岡港だけではなく、今後は横江漁港でも行う予

定であり、また北木島等への定期航路も笠岡港（住吉地区・神島外浦地区）から出ている

ことから、これらの密接な関係のある地域を一体的に整備することが重要である。

このため、笠岡港においては、船舶の安全な係留のための物揚場の整備、軽労化のため

のバリアフリー型浮桟橋の整備、港内静穏度を確保するための外郭施設の整備を行うとと

もに、北木島港では、安全な係留のための物揚場・外郭施設の整備を行うことにより、漁

業従事者をはじめとした港湾利用者の安全性の向上を図る。また、バリアフリー型の浮桟

橋を設置することで、高齢者にも使いやすい港を提供する。

横江漁港では、港内の水深を確保し、潮待ち時間のない機能的な係留場所を確保すると

ともに、物揚場前面に浮桟橋を整備することにより、漁業者の過酷な労働に対する軽労化

を図る。また、港内道路の整備により、漁具や魚の運搬作業の軽減や、地域活性化に寄与

する水産物直販売事業への支援が図られる。

以上、これらの施設整備により、本土と離島の交通手段である海上交通機能を確保し、

漁獲物の水揚げ作業をはじめとした港内作業等の軽労化と安全化を図り、住民組織や漁業

関係団体及び地元行政等の離島振興活動や漁業後継者の確保・育成に向けた活動支援を行

うことにより 「活力ある元気なかさおか」へと地域の一体的な再生と発展を図るもので、

ある。

目標１）漁業就労者数の減少率低減

直近５カ年２３％減→５カ年後７．５％減

岡山県水産課が策定している岡山県水産振興プランでは、県全体で平成１０年度の漁

業就労者数１，６９８経営体に対して、目標として平成２２年度に１，４００経営体と

している （１７％減、１年ごとに約１．５％減）。

それに対して、笠岡市では、平成１０年度の２２２経営体に対して、現状（平成１７年

度）では１７０経営体という状況であり、５２経営体減（２３％減：１年毎に約３．２％

減）となっている。目標としては、岡山県水産振興プランにより、平成２４年度に７．５

％減（１５７経営体）にとどめることを目指す。

目標２）物揚場のバリアフリー型化率の向上(水揚げ用浮桟橋）の増加

笠岡港 （神島外浦地区） ６０％→平成２４年度：１００％



横江漁港（神島地区） ０％→平成２４年度： ７０％

目標３）安全に利用できる船舶の増加

笠 岡 港（神島外浦地区） ５４隻→平成２４年度：６９隻

北木島港（大浦地区） ２３隻→平成２４年度：４４隻

５．目標を達成するために行う事業

５－１ 全体の概要

笠岡港周辺の地域活性化を行うために、漁業利用に関する施設を中心としたハード施策

の整備を行うことで、地域の一体的な発展を図ることとし、各港の利用実態と現況を踏ま

えながら、地域の再生に寄与する施設を整備する。

施設整備内容として、笠岡港住吉地区では老朽化した物揚場の再整備を行い、安全な係

留を確保する。神島外浦地区では、本土側の海上交通ターミナルとしてさらなる機能向上

を図るため、バリアフリー型浮桟橋の整備や港内静穏度を確保するための防波堤の整備を

行うとともに、安全で使いやすい港づくりのため老朽化した物揚場の整備を行う。また、

寺間地区では、老朽化した防波堤の改良を行い、港内の安全性を確保する。

北木島港では、船舶係留の安全性や港湾利用者の安全性を向上させるため、外郭施設に

消波工を設置し港内静穏度を確保するとともに、老朽化した物揚場の整備を行う。

横江漁港では、船舶の出入港の潮待ち時間解消と安全な係留が可能となるよう、泊地の

整備を行うとともに、物揚場前面に浮桟橋を整備することにより、漁港利用者の軽労化を

図る。また、港内道路を整備し、漁具や魚などの運搬作業の軽減や一般車両通行の安全を

確保できるとともに、直売事業への支援も図ることができる。

これらにより、各港においては、漁獲物の水揚げをはじめとした船舶からの積み卸し作

業の軽労化や安全性の確保、離島住民の生活に不可欠な港の利便性や安全性の確保を目指

す。

なお、岡山県及び笠岡市では 「海づくり活動 「人づくり活動 「地域づくり活動」を、 」 」

、 、施策展開の方針としており 海洋牧場の設置やアマモ場の環境改善等により漁場を育成し

漁獲量の増加を図る事業や、漁業に関する学習会など後継者の育成事業、地域が連携した

。 、地域活性化事業の推進も併せて行うこととしている これらの事業との相乗効果によって

港を中心とした賑わい空間を創り、地域の一体的な発展を図るものである。

５－２ 法第五章の特別の措置を適用して行う事業

港整備交付金を活用する事業

［施設の種類（事業区域）と事業主体］

・港湾施設（笠岡港、北木島港） 岡山県

・漁港施設（横江漁港） 笠岡市

［整備量］

・港湾施設 物揚場、防波堤、浮桟橋

・漁港施設 物揚場、道路、泊地

［実施期間］



・港湾施設 平成２０年度～平成２４年度

・漁港施設 平成２０年度～平成２４年度

［港整備交付金の総事業費］

・総事業費 １，１３５，０００千円

港湾施設 １，０４０，０００千円（うち交付金 ５２１ ０００千円）,
漁港施設 ９５，０００千円（うち交付金 ４７ ５００千円）,

５－３ その他の事業

「海づくり活動」目的：つくり育てる漁業・資源管理、漁場環境保全

・海洋牧場事業（事業主体：県及び漁協）

活動内容：音で魚を飼い慣らして定着を図るとともに、稚魚の発生から親魚に

至るまでの生育環境を整える漁場造成及び運営管理

・アマモ場の環境改善（事業主体：県及び笠岡市）

・地産地消の鮮魚販売「朝市 （事業主体：漁協）」

「人づくり活動」目的：後継者育成、人材育成

・都市漁村等交流推進事業（事業主体：笠岡市）

活動内容：地元の小学生とその親を対象として、漁業について正確な理解と水

産資源の保護について学習する。

・空き家対策（事業主体：地元団体）

活動内容：島にある空き家をＩターン希望者へ斡旋し、島に受け入れている

「地域づくり活動」目的：地域の連携、伝統の伝承

・島の大運動会及び交流事業（事業主体：地元団体）

活動内容：地域でイベントを企画したり、地元の伝統行事の保持・継承を行う

中で、漁業についても伝えていく。

６．計画期間

平成２０年度～２４年度（５カ年）

７．目標の達成状況に係る評価に関する事項

計画終了後に、４に示す数値目標に照らし状況を調査・評価し、公表する。また、必

要に応じて事業の内容の見直しを図るために、県、市、関係機関等で構成する「地域再

生計画評価協議会」を設立し、施設の整備状況等について評価・検討を行う。

８．地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項

該当なし
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